
京 都 大 学 の 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 に 関 す る 規 程 等 新 旧 対 照 表
改 正 前 改 正 後

京都大学の情報セキュリティ対策に関する規
程

（平成１５年達示第４３号）

（前 略）
（定義） （定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語 第２条
の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1) (1)

（同 左）
(2) (2)
(3) （略）

(3)
(4) (4)
(5) 実施規程 情報セキュリティポリシーに基づ (5) 実施規程 情報セキュリティポリシーに基づ

き情報担当の理事（以下「担当理事」という。） き情報環境機構長（以下「機構長」という。）
が定める京都大学情報セキュリティ対策基準 が定める京都大学情報セキュリティ対策基準
（以下「対策基準」という。）その他の規程、 （以下「対策基準」という。）その他の規程、
基準及び計画をいう。 基準及び計画をいう。

(6) （略） (6) （同 左）
(7) (7)
(8) 部局 各研究科等（各研究科、各附置研究所、 (8) 部局 各研究科等（各研究科、各附置研究所、

附属図書館、医学部附属病院及び各センター等 附属図書館、医学部附属病院及び各センター等
（国立大学法人京都大学の組織に関する規程（平 （国立大学法人京都大学の組織に関する規程（平
成１６年達示第１号。以下この号において「組 成１６年達示第１号。以下この号において「組
織規程」という。）第３章第７節から第１１節 織規程」という。）第３章第７節から第１１節
まで（第４７条から第４７条の６までを除く。） まで（第４７条及び第４７条の６を除く。）に
に定める施設等をいう。）をいい、組織規程第 定める施設等をいう。）をいい、組織規程第５
５３条第１項の事務組織を含む。）及び本部の ３条第１項の事務組織を含む。）及び事務本部
事務組織（組織規程第５２条第１項に定めるも をいう。
のを１単位とするものをいう。第５条第１項に
おいて同じ。）をいう。

(9) (9)
(10) （略） (10) （同 左）
(11) (11)
（対象範囲） （対象範囲）

第３条 （略） 第３条 （同 左）
（最高情報セキュリティ責任者） （最高情報セキュリティ責任者）

第４条 本学に最高情報セキュリティ責任者を置 第４条 本学に最高情報セキュリティ責任者を置
き、担当理事をもって充てる。 き、機構長をもって充てる。

２ （略） ２ （同 左）
（部局情報セキュリティ責任者） （部局情報セキュリティ責任者）

第５条 部局に部局情報セキュリティ責任者を置 第５条 部局に部局情報セキュリティ責任者を置
き、当該部局の長（本部の事務組織にあっては、 き、当該部局の長（事務本部にあっては、総務担
総務担当の理事）をもって充てる。 当の理事）をもって充てる。

２ （略） ２ （同 左）
（中 略）
（情報ネットワーク危機管理委員会） （情報ネットワーク危機管理委員会）

第７条 情報ネットワークに関わる危機管理を行う 第７条 （同 左）
ため、最高情報セキュリティ責任者の下に、情報
ネットワーク危機管理委員会を置く。

２ 情報ネットワーク危機管理委員会に関し必要な ２ 情報ネットワーク危機管理委員会に関し必要な
事項は、情報基盤担当の理事が定める。 事項は、機構長が定める。
（情報ネットワーク倫理委員会） （情報ネットワーク倫理委員会）

第７条の２ 情報ネットワークにおける人権侵害、 第７条の２ （同 左）
著作権侵害等に該当し、又は該当するおそれのあ
る情報の発信防止等を行うため、最高情報セキュ
リティ責任者の下に、情報ネットワーク倫理委員
会を置く。

２ 情報ネットワーク倫理委員会に関し必要な事項 ２ 情報ネットワーク倫理委員会に関し必要な事項
は、情報基盤担当の理事が定める。 は、機構長が定める。



改 正 前 改 正 後
（部局情報セキュリティ委員会） （部局情報セキュリティ委員会）

第８条 （略） 第８条 （同 左）
（情報資産の格付け及び管理） （情報資産の格付け及び管理）

第９条 部局情報セキュリティ責任者は、担当理事 第９条 部局情報セキュリティ責任者は、機構長が
が定める情報の格付け及び取扱制限に関する基準 定める情報の格付け及び取扱制限に関する基準に
に基づき当該部局が管理する情報資産に対してリ 基づき当該部局が管理する情報資産に対してリス
スク分析を行い、その結果に基づいた適切な格付 ク分析を行い、その結果に基づいた適切な格付け
けと管理を実施しなければならない。 と管理を実施しなければならない。

２ 前項の規定の適用に関し必要な事項は、対策基 ２ （同 左）
準で定める。
（後 略）

京都大学における教職員等の利益相反行為の
防止等に関する規程

（平成１９年達示第７６号）

（前 略）
第２条 第２条
２ ２
３

（略）
３

（同 左）

４ ４
５ この規程において「部局」とは、各研究科、各 ５ この規程において「部局」とは、各研究科、各

附置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各 附置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各
センター等（国立大学法人京都大学の組織に関す センター等（国立大学法人京都大学の組織に関す
る規程（平成１６年達示第１号。以下この項にお る規程（平成１６年達示第１号。以下この項にお
いて「組織規程」という。）第３章第７節から第 いて「組織規程」という。）第３章第７節から第
１１節まで（第４７条から第４７条の６までを除 １１節まで（第４７条及び第４７条の６を除く。）
く。）に定める施設等をいう。）をいう。 に定める施設等をいう。）をいう。
（総括者） （総括者）

第３条 本学における利益相反行為の防止等に関し 第３条 （同 左）
ては、総長が総括する。

２ 産官学連携担当の理事は、教職員等の産官学連 ２ 産官学連携本部長は、教職員等の産官学連携活
携活動における利益相反行為の防止等に関し、前 動における利益相反行為の防止等に関し、前項の
項の職務を補佐する。 職務を補佐する。

３ （略） ３ （同 左）
（中 略）
第１７条 利益相反行為の防止等に関する事務は、 第１７条 利益相反行為の防止等に関する事務は、

総務部職員課及び研究推進部産官学連携課におい 総務部職員課及び研究国際部産官学連携課におい
て処理する。 て処理する。
（後 略）

京都大学化学物質管理規程
（平成１９年達示第７４号）

（前 略）
（定義） （定義）

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語 第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語
の定義は、当該各号に定めるところによる。 の定義は、当該各号に定めるところによる。
(1) 「化学物質」とは、教育又は研究に用いる元 (1) 「化学物質」とは、教育又は研究に用いる元

素及び化合物（それぞれ放射性物質及び安全管 素及び化合物（それぞれ放射性物質及び環境安
理担当の理事（以下「担当理事」という。）が 全保健機構長（以下「機構長」という。）が定
定めるものを除く。）をいう。 めるものを除く。）をいう。

(2) (2)
(3)

（略）
(3)

（同 左）

(4) 「部局」とは、各研究科等(各研究科、各附 (4) 「部局」とは、各研究科等(各研究科、各附
置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各 置研究所、附属図書館、医学部附属病院及び各
センター（国立大学法人京都大学の組織に関す センター（国立大学法人京都大学の組織に関す
る規程（平成１６年達示第１号。以下この号に る規程（平成１６年達示第１号。以下この号に



改 正 前 改 正 後
おいて「組織規程」という。)第３章第７節か おいて「組織規程」という。)第３章第７節か
ら第１１節まで（第４７条から第４７条の６ま ら第１１節まで（第４７条及び第４７条の６を
でを除く。）に定める施設等をいう。）をいい、 除く。）に定める施設等をいう。）をいい、組
組織規程第５３条第１項の事務組織を含む。） 織規程第５３条第１項の事務組織を含む。）及
及び本部の事務組織（組織規程第５２条第１項 び事務本部をいう。
に定めるものを１単位とするものをいう。次条
において同じ。)をいう。

（部局の長の責務） （部局の長の責務）
第３条 部局の長（本部の事務組織にあっては総務 第３条 部局の長（事務本部にあっては総務担当の

担当の理事、医療技術短期大学部にあっては部長。 理事。以下同じ。）は、当該部局における化学物
以下同じ。）は、当該部局における化学物質の管 質の管理を総括するとともに、化学物質の管理に
理を総括するとともに、化学物質の管理に関し必 関し必要な指導及び啓発を行う。
要な指導及び啓発を行う。
（中 略）
（細則） （細則）

第９条 この規程に定めるもののほか、この規程の 第９条 この規程に定めるもののほか、この規程の
実施に関し必要な事項は、担当理事が定める。 実施に関し必要な事項は、機構長が定める。
（後 略）

京都大学自家用電気工作物保安規程
（昭和４６年達示第１８号）

（前 略）
（総括管理） （総括管理）

第２条 京都大学における電気工作物の保安に関し 第２条 京都大学における電気工作物の保安に関し
ては、安全管理担当の理事（以下「担当理事」と ては、施設担当の理事（以下「担当理事」という。）
いう。）が総括管理する。 が総括管理する。

第３条 施設環境部長は、京都大学における電気工 第３条 施設部長は、京都大学における電気工作物
作物の保安に関する業務について、連絡調整する。 の保安に関する業務について、連絡調整する。
（部局における管理) （部局における管理)

第４条 部局（各研究科、各研究所、附属図書館、 第４条 部局（各研究科、各研究所、附属図書館、
医学部附属病院及び各センター等（国立大学法人 医学部附属病院及び各センター等（国立大学法人
京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第 京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第
１号。以下この条において「組織規程」という。） １号。以下この条において「組織規程」という。）
第３章第７節から第１１節まで（第４７条から第 第３章第７節から第１１節まで（第４７条及び第
４７条の６までを除く。）に定める施設等をい ４７条の６を除く。）に定める施設等をいう。）
う。）並びに本部の事務組織（組織規程第５２条 並びに事務本部をいう。以下同じ。）における電
第１項に定めるものを１単位とするものをいう。 気工作物の保安に関しては、当該部局の長（事務
以下この条において同じ。）をいう。以下同じ。） 本部にあつては、総務 担当の理事。以下同じ。）
における電気工作物の保安に関しては、当該部局 が管理するものとする。
の長（本部の事務組織にあつては、総務担当の理
事。以下同じ。）が管理するものとする。
（後 略）

京都大学における病原体等の管理に関する規
程

（平成２０年達示第７８号）

（前 略）
（総括責任者） （総括責任者）

第３条 本学における病原体等の所持、取扱い及び 第３条 本学における病原体等の所持、取扱い及び
管理については、安全管理担当の理事が総括する。 管理については、環境安全保健機構長（以下「機

構長」という。）が総括する。
（２種病原体等の所持の許可等） （２種病原体等の所持の許可等）

第４条 （略） 第４条 （同 左）
第５条 ２種病原体等を所持しようとするときは、 第５条 ２種病原体等を所持しようとするときは、

事前に安全管理担当の理事に申し出て、法第５６ 事前に機構長に申し出て、法第５６条の６第１項
条の６第１項本文の規定による厚生労働大臣の許 本文の規定による厚生労働大臣の許可を受けなけ



改 正 前 改 正 後
可を受けなければならない。ただし、同項ただし ればならない。ただし、同項ただし書の規定に該
書の規定に該当する場合は、この限りでない。 当する場合は、この限りでない。

２ 前項の厚生労働大臣の許可を受けて病原体等を ２ 前項の厚生労働大臣の許可を受けて病原体等を
所持する者が、当該許可を受けた２種病原体等の 所持する者が、当該許可を受けた２種病原体等の
種類(毒素にあっては、種類及び数量)、所持の目 種類(毒素にあっては、種類及び数量)、所持の目
的及び方法又は２種病原体等の保管、使用及び滅 的及び方法又は２種病原体等の保管、使用及び滅
菌等をする施設（以下「２種病原体等取扱施設」 菌等をする施設（以下「２種病原体等取扱施設」
という。）の位置、構造及び設備について変更を という。）の位置、構造及び設備について変更を
しようとするときは、事前に安全管理担当の理事 しようとするときは、事前に機構長に申し出て、
に申し出て、法第５６条の１１第１項本文の規定 法第５６条の１１第１項本文の規定による厚生労
による厚生労働大臣の許可を受けなければならな 働大臣の許可を受けなければならない。ただし、
い。ただし、当該変更が法第５６条の１１第１項 当該変更が法第５６条の１１第１項ただし書の規
ただし書の規定による軽微な変更に該当する場合 定による軽微な変更に該当する場合は、あらかじ
は、あらかじめ安全管理担当の理事に申し出て、 め機構長に申し出て、同条第２項の規定による厚
同条第２項の規定による厚生労働大臣への届出を 生労働大臣への届出を行わなければならない。
行わなければならない。

３ 第１項の厚生労働大臣の許可を受けて病原体等 ３ 第１項の厚生労働大臣の許可を受けて病原体等
を所持する者がその氏名又は名称及び住所につい を所持する者がその氏名又は名称及び住所につい
て変更をしたときは、速やかに安全管理担当の理 て変更をしたときは、速やかに機構長に申し出て、
事に申し出て、法第５６条の１１第３項の規定に 法第５６条の１１第３項の規定による厚生労働臣
よる厚生労働大臣への届出を行わなければならな への届出を行わなければならない。
い。

４ 前３項の厚生労働大臣への許可又は届出の手続 ４ 前３項の厚生労働大臣への許可又は届出の手続
は、安全管理担当の理事が行う。 は、機構長が行う。

５ 第１項から第３項までの申出に関し必要な事項 ５ 第１項から第３項までの申出に関し必要な事項
は、安全管理担当の理事が定める。 は、機構長が定める。
（中 略）
（３種病原体等の所持の届出） （３種病原体等の所持の届出）

第８条 ３種病原体等を所持しようとするときは、 第８条 ３種病原体等を所持しようとするときは、
当該３種病原体等の所持の開始の日前に安全管理 当該３種病原体等の所持の開始の日前に機構長に
担当の理事に申し出て、法第５６条の１６第１項 申し出て、法第５６条の１６第１項本文の規定に
本文の規定による厚生労働大臣への届出を行わな よる厚生労働大臣への届出を行わなければならな
ければならない。ただし、同項ただし書の規定に い。ただし、同項ただし書の規定に該当する場合
該当する場合は、この限りでない。 は、この限りでない。

２ 前項の規定による厚生労働大臣への届出を行い ２ 前項の規定による厚生労働大臣への届出を行い
３種病原体を所持する者が、その届出に係る事項 ３種病原体を所持する者が、その届出に係る事項
を変更したとき及びその届出に係る３種病原体等 を変更したとき及びその届出に係る３種病原体等
を所持しないこととなったときは、事前に安全管 を所持しないこととなったときは、事前に機構長
理担当の理事に申し出て、法第５６条の１６第２ に申し出て、法第５６条の１６第２項の規定によ
項の規定による厚生労働大臣への届出を行わなけ る厚生労働大臣への届出を行わなければならない。
ればならない。

３ 前２項の厚生労働大臣への届出の手続は、安全 ３ 前２項の厚生労働大臣への届出の手続は、機構
管理担当の理事が行う。 長が行う。

４ 第１項及び第２項の申出に関し必要な事項は、 ４ 第１項及び第２項の申出に関し必要な事項は、
安全管理担当の理事が定める。 機構長が定める。

第９条 （略） 第９条 （同 左）
（４種病原体等の所持の届出） （４種病原体等の所持の届出）

第１０条 ４種病原体を所持する者は、当該４種病 第１０条 ４種病原体を所持する者は、当該４種病
原体を所持した日から７日以内に、安全管理担当 原体を所持した日から７日以内に、機構長に届け
の理事に届け出なければならない。その届出に係 出なければならない。その届出に係る事項を変更
る事項を変更したとき及びその届出に係る４種病 したとき及びその届出に係る４種病原体等を所持
原体等を所持しないこととなったときも、同様と しないこととなったときも、同様とする。
する。

２ （略） ２ （同 左）
３ 第１項の届出に係る書式及び記載事項は、安全 ３ 第１項の届出に係る書式及び記載事項は、機構

管理担当の理事が定める。 長が定める。
（感染症発生予防規程の作成等） （感染症発生予防規程の作成等）

第１１条 １種病原体等又は２種病原体等を所持す 第１１条 １種病原体等又は２種病原体等を所持す
る部局の長は、当該病原体等による感染症の発生 る部局の長は、当該病原体等による感染症の発生
を予防し、及びそのまん延を防止するため、当該 を予防し、及びそのまん延を防止するため、当該



改 正 前 改 正 後
病原体等の所持を開始する前に、感染症発生予防 病原体等の所持を開始する前に、感染症発生予防
規程を作成し、安全管理担当の理事に届け出なけ 規程を作成し、機構長に届け出なければならない。
ればならない。

２ 前項の感染症発生予防規程に記載の必要な事項 ２ 前項の感染症発生予防規程に記載の必要な事項
は、安全管理担当の理事が定める。 は、機構長が定める。

３ 安全管理担当の理事は、第１項の届出があった ３ 機構長は、第１項の届出があったときは、法第
ときは、法第５６条の１８第１項の規定による厚 ５６条の１８第１項の規定による厚生労働大臣へ
生労働大臣への届出の手続を行う。 の届出の手続を行う。
（病原体等取扱主任者の選任等） （病原体等取扱主任者の選任等）

第１２条
（略）

第１２条
（同 左）

２ ２
３ 部局の長は、前項の規定により病原体等取扱主 ３ 部局の長は、前項の規定により病原体等取扱主

任者を選任したとき又はこれを解任したときは、 任者を選任したとき又はこれを解任したときは、
安全管理担当の理事の定めるところにより、同理 機構長の定めるところにより、同機構長に届け出
事に届け出なければならない。 なければならない。

４ 安全管理担当の理事は、前項の届出があったと ４ 機構長は、前項の届出があったときは、法第５
きは、法第５６条の１９第２項の規定による厚生 ６条の１９第２項の規定による厚生労働大臣への
労働大臣への届出の手続を行う。 届出の手続を行う。
（中 略）
（滅菌等） （滅菌等）

第１５条 １種病原体等又は２種病原体等を所持す 第１５条 （同 左）
る部局において、それらの病原体等について所持
することを要しなくなった場合その他法第５６条
の２２第１項各号に該当することとなったとき
は、その所持する１種病原体等又は２種病原体等
を滅菌譲渡しなければならない。

２ 前項の滅菌譲渡をするときは、安全管理担当の ２ 前項の滅菌譲渡をするときは、機構長が定める
理事が定めるところにより、直ちに安全管理担当 ところにより、直ちに機構長に申し出なければな
の理事に申し出なければならない。 らない。

３ 安全管理担当の理事は、前項の申出のあったと ３ 機構長は、前項の申出のあったときは、法第５
きは、法第５６条の２２第２項の規定による厚生 ６条の２２第２項の規定による厚生労働大臣への
労働大臣への届出の手続を行う。 届出の手続を行う。
（記帳義務） （記帳義務）

第１６条 １種病原体等、２種病原体等又は３種病 第１６条 （同 左）
原体等を所持する部局においては、法第５６条の
２３の規定による帳簿を備え、当該病原体等の保
管、使用及び滅菌等に関する事項その他当該病原
体等による感染症の発生の予防及びまん延の防止
に関し必要な事項を記載しなければならない。

２ 前項の帳簿の書式及びその記載に関し必要な事 ２ 前項の帳簿の書式及びその記載に関し必要な事
項は、安全管理担当の理事が定める。 項は、機構長が定める。

第１７条 病原体等を所持する部局においては、病 第１７条 （同 左）
原体等取扱施設の位置、構造及び設備を、法第５
６条の２４の規定に基づき、省令で定める技術上
の基準に適合するように維持しなければならな
い。

２ 前項の技術上の基準の適合及び維持に関し必要 ２ 前項の技術上の基準の適合及び維持に関し必要
な事項は、安全管理担当の理事が定める。 な事項は、機構長が定める。

第１８条 病原体等を所持する部局においては、当 第１８条 （同 左）
該病原体等の保管、使用、運搬（船舶又は航空機
による運搬を除く。次条第５項を除き、以下同
じ。）又は滅菌等をする場合は、法第５６条の２
５の規定に基づき、省令で定める技術上の基準に
従って当該病原体等による感染症の発生の予防及
びまん延の防止のために必要な措置を講じなけれ
ばならない。

２ 前項の感染症の発生の予防等のために講じる措 ２ 前項の感染症の発生の予防等のために講じる措
置に関し必要な事項は、安全管理担当の理事が定 置に関し必要な事項は、機構長が定める。
める。
（中 略）



改 正 前 改 正 後
（事故等の届出） （事故等の届出）

第２１条 病原体等を所持する部局においては、そ 第２１条 病原体等を所持する部局においては、そ
の所持する病原体等について、盗取、所在不明そ の所持する病原体等について、盗取、所在不明そ
の他の事故が生じたときは、遅滞なく、その旨を の他の事故が生じたときは、遅滞なく、その旨を
安全管理担当の理事に届け出なければならない。 機構長に届け出なければならない。

２ 前項の届出を受けた安全管理担当の理事は、法 ２ 前項の届出を受けた機構長は、法第５６条の２
第５６条の２８の規定による関係機関への届出の ８の規定による関係機関への届出の手続を行う。
手続を行う。
（災害時の応急措置等） （災害時の応急措置等）

第２２条 病原体等を所持する部局においては、そ 第２２条
の所持する病原体等に関し、地震、火災その他の
災害が起こったことにより、当該病原体等による
感染症が発生し、若しくはまん延した場合又は当
該病原体等による感染症が発生し、若しくはまん
延するおそれがある場合においては、直ちに、法
第５６条の２９の規定及び省令に基づき、次の各
号に掲げる応急の措置を講じなければならない。
(1) 病原体等取扱施設又は病原体等が容器に収納 (1)

されているもの（以下「病原性輸送物」という。）
に火災が起こり、又はこれらに延焼するおそれ
がある場合には、消火又は延焼の防止に努める
とともに、直ちにその旨を最寄りの消防署に通
報すること。

(2) 病原体等による感染症の発生を予防し、又は (2) （同 左）

そのまん延を防止するため必要がある場合に
は、病原体等取扱施設の内部にいる者、病原性
輸送物の運搬に従事する者又はこれらの付近に
いる者に避難するよう警告すること。

(3) 必要に応じて病原体等を安全な場所に移すと (3)
ともに、病原体等がある場所の周囲には、縄を
張り、又は標識等を設け、かつ、見張人を付け
ることにより、関係者以外の者が立ち入らない
ための措置を講ずるよう努めること。

(4) その他病原体等による感染症の発生を予防 (4)
し、又はそのまん延を防止するために必要な措
置を講ずること。

２ （略） ２
３ 第１項の場合において、当該部局の長及び当該 ３ 第１項の場合において、当該部局の長及び当該

事態を発見した者は、安全管理担当の理事が定め 事態を発見した者は、機構長が定めるところによ
るところにより、その旨を同理事に報告しなけれ り、その旨を同機構長に報告しなければならない。
ばならない。

４ 前項の報告を受けた安全管理担当の理事は、法 ４ 前項の報告を受けた機構長は、法第５６条の２
第５６条の２９第２項又は第３項の規定による関 ９第２項又は第３項の規定による関係機関への届
係機関への届出等の手続を行う。 出等の手続を行う。

（事務） （事務）
第２３条 病原体等の管理に関する事務は、環境安 第２３条 病原体等の管理に関する事務は、施設部

全衛生部環境安全衛生課において処理する。 環境安全保健課において処理する。
（その他） （その他）

第２４条 この規程に定めるもののほか、病原体等 第２４条 この規程に定めるもののほか、病原体等
の管理に関し必要な事項は、安全管理担当の理事 の管理に関し必要な事項は、機構長が定める。
が定める。

附 則
この規程は、平成２３年４月１日から施行する。


